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担当課

事務事業名 担当部

根拠法令・個別計画
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【平成２６年度実施内容】

・商工会議所が平成１９年度から、市内中小商業者の育成及び活性化によるモチベーション

の向上を目的に実施していた地域限定商品券発行事業を、市民生活の支援及び地域経済

の活性化を目的として発行額を大幅に増額し実施する商品券事業に対し、プレミアム分（１

億円）と事務経費分を補助した。 　123,726,936円

また、実施にあたっては商工会議所内に設置された地域限定商品券発行事業推進プロジェ

クトに職員を派遣するなど、協力体制を築きながら実施した。

実施内容

・平成２６年６月と11月に５億５千万円ずつ２回発行をした。（贈答用商品券除く）

・参加店　621店（平成27年3月31日現在）

・えーなも券（共通券）5,000円といーなも券（専用券）6,000円を1セットとし、額面金額11,000

円を10,000円で5万セットずつ２回に分け販売した。

平成２６年度事業実施に当たり改善点

・商工会議所への補助対象経費を「換金手数料」「委託料」「商品券印刷費」に限定し補助対

象を明確化した。

総合計画

分野別計画

予算区分

事業期間

既存商工業の経営を支援します
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産業・交流
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商工振興課

新産業創出係
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地域限定商品券発行事業費補助金交付要綱

2

平成３１年度以降

商工業

実施計画対象

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

厳しさを増す市民生活を支援するとともに、地域経済を活性化するため、商工会議所が発

行する「こまきプレミアム商品券」の１０％のプレミアム分と事務経費の補助を行う。
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象を明確化した。

・購入制限を１人４万円までとし、より多くの市民に購入いただけるよう努めた。

・市外の方も購入できる一般販売を廃止し、市民に限定されている予約販売での販売枠を

増やすことで、より多くの市民に購入していただけるよう努めた。

･予約を受け付ける店舗が特に少ない東部地域に対し、東部市民センターに臨時予約窓口

を設置し、インターネットが使えない方に対して受付対応をした。

【２６年度直接経費の内訳】

こまきプレミアム商品券発行事業費補助金

・平成２６年度分補助金　110,000,000円

・平成２５年度分補助金（繰越明許費分）　13,726,936円

【２７年度直接経費の内訳】

・平成２７年度分補助金　213,000千円

・平成２６年度分補助金（繰越明許費分）　10,000千円

・消費喚起効果調査委託料　3,300千円
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る課題

・1人あたりの購入額が増えているため１回あたりの市民の購入割合が減少している。

・事務費に対する補助金について、事務経費の削減に努めるよう指導をする必要が

ある。

・引続き市民・購入者・加盟店などに対するアンケートを実施し、事業の効果的な運用

を図る必要がある。
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事業の

達成状況

･平成26年度に実施した2回の商品券販売について早期に完売をした。

・約７割の商品券が中小小売店舗で利用されている。

・加盟店舗数が平成２７年３月３１日現在621店舗となった。

・平成２６年度中に贈答用商品券を18,788千円分を発行した。

・購入した市民の全市民における割合は目標を超え10.8％だった。
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・さらに多くの市民に利用いただだけるよう購入方法の見直しやＰＲ方法について検

討をする。

・より効率的な事業運営を行い、適正な事務費補助に努める。

・引続き市民・購入者・加盟店などに対するアンケートを実施し、事業の効果的な運用

を図る。
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の改善案

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２７年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）

こまきプレミアム商品券事業も浸透してきており、加盟店舗数も６００店舗を超え、中

小小売店舗への事業効果があるため。

判定理由

加盟店舗数も増えてきていることから、市内中小小売店舗の顧客獲得手段として取り

入れられてきている状況であり廃止をすると地域経済の衰退につながる。

維　持

・販売方法等の見直しを行い、より多くの市民の方に購入していただけるよう検討をす

る。

・事務費に対する補助金について事務経費の削減に努めるよう指導をする。
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一次評価のとおり。


